
決　 算 　報 　告 　書

平成２６年度

公立大学法人　公立はこだて未来大学

第７期事業年度

自　平成２６年４月　１日

至　平成２７年３月３１日



（単位：円）

差　額

（決算－予算）

 収入

　 運営費交付金 1,429,043,000 1,429,043,000 0

　 自己収入 718,265,000 723,986,102 5,721,102

　　 授業料・入学料・入学検定料収入 666,875,000 672,784,850 5,909,850 （注１）

　　 その他の収入 51,390,000 51,201,252 △ 188,748

　 受託研究等収入 100,025,000 104,036,750 4,011,750 （注２）

　 寄附金収入 6,505,000 9,847,500 3,342,500 （注３）

　 目的積立金取崩収入 0 48,726,187 48,726,187 （注４）

計 2,253,838,000 2,315,639,539 61,801,539

 支出

　 業務費 2,153,703,000 2,134,043,105 △ 19,659,895

　　 教育研究経費 821,928,000 796,810,111 △ 25,117,889 （注５）

　　 一般管理費 406,042,000 437,192,521 31,150,521 （注６）

　　 人件費 925,733,000 900,040,473 △ 25,692,527 （注７）

　 受託研究等経費 86,135,000 92,220,633 6,085,633 （注８）

   施設整備費 14,000,000 13,900,000 △ 100,000

計 2,253,838,000 2,240,163,738 △ 13,674,262

収 入 － 支 出 0 75,475,801 75,475,801

  （注）　予算額は，年度計画の予算に計上した金額を円単位で記載しています。

  　　 　　なお，収入の決算額の計には，翌年度へ繰り越すべき財源が合わせて22,008,742円含まれています。 

   　　　　また，支出の差額の計のうち，合わせて19,408,742円を翌年度へ繰り越しました。

○予算額と決算額の差異の主な理由について

　（注１）　授業料について，授業料減免額の減などにより903,250円の増となりました。

　　　 　　 また，受験者数の増等に伴い，入学料で 3,716,400円，入学検定料で1,290,200円の増となりました。

　（注２）　共同研究収入で予定より4,326,150円，受託等研究収入で460,600円の増となり，共同事業収入で

　 　　　　775,000円の減となりましたが，全体で4,011,750円の増となりました。

          　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 7,225,281円は含まれていません。

          　また，翌年度への繰越分が2,540,329円含まれています。

　（注３）　奨学寄附金分で1,097,500円の増，高度ＩＣＴコース運用経費分等で2,245,000円の増となりました。

          　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 25,295,360円は含まれていません。
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　 　　　　(奨学寄附金分 23,295,360円，高度ＩＣＴ人材育成分等 2,000,000円)

          　また，翌年度への繰越分が19,468,413円含まれています。

　　 　　　（奨学寄附金分16,868,413円,高度ICT人材育成分等2,600,000円）

　（注４）　教育研究の質の向上のため，目的積立金を48,726,187円取り崩しました。

　（注５）　東京サテライト運営経費等が7,370,496円増となったものの，研究旅費及び研究費等が

          　32,488,385円減となったことから，全体で25,117,889円の減となりました。

            なお，前年度からの繰り越された一般研究費 23,295,360円が含まれています。

          　また，一般研究費で16,868,413円を翌年度へ繰り越しました。

　（注６）　総務関係経費等が28,460,285円の減となりましたが，校舎維持管理費が59,610,806円の増

　　　　　　となったため，全体で31,150,521円の増となりました。

　（注７）　常勤教員数の減等により，25,692,527円の減となりました。

　（注８）　主に（注２）に記載した理由により増となりました。
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